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地 域 再 生 計 画 
 
 
１ 地域再生計画の名称 

ふくい経済強化計画 
 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
   福井県 
 
 
３ 地域再生計画の区域 
   福井県の全域 
 
 
４ 地域再生計画の目標 
 
４－１ 地域の現状 

 本県は、人口 80万人弱の規模的には小さな県でありながら、近畿圏、中部圏、北陸地
方に属する地理的特性を活かし、各経済圏との密接な関係をもとに製品・材料を供給す
る工業県として発展してきた。 
特に、県北部の嶺北地域（福井市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井

市、永平寺町、池田町、南越前町、越前町）に集積している繊維、眼鏡産業は、本県の製
造業を支える地場産業として、全国シェアの上位を占める品目を数多く生産している。
また、繊維、眼鏡等で培われた技術を活かし、産業資材や医療機器などの分野で高付加価
値製品を生産・販売し、業績を伸ばしている企業もある。 
 
○福井県が製造品出荷額シェア上位を占める主な品目（令和３年） 

                         単位：百万円 

 
 （出典：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」（従業者４人以上の事業所）） 
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産業構造からみても、本県製造業の県内産業に占める事業所数および従業員数の構成
割合は、それぞれ 11.9％、21.6％と、全国平均（事業所数 8.0％、従業員数 15.2％）を
上回り、また、県内総生産の構成割合は製造業が最も高くなっており（24.3％）、製造業
は本県の基幹産業として地域経済を支える重要な産業となっている。 

 
 
〇産業大分類別の事業所数と割合 

 
      

〇産業大分類別の従業者数と割合 

 
（出典：福井県「令和３年経済センサス-活動調査（確報）産業横断的集計結果報告書」） 
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〇経済活動別県内総生産（生産側、名目） 
 

（出典：福井県「令和３年度 福井県民経済計算の概要」） 

 
こうした産業の集積により、県民の純金融資産（貯蓄－負債）は全国第７位となってい

る。また、労働力率は男性が全国５位、女性は全国３位であり、共働き率も全国１位とな
っている。本県は、製造業を地域経済の基幹産業として、男女ともよく働き、経済的にも
ゆとりのある生活をしている県といえる。 
これらを背景として、「全 47都道府県幸福度ランキング」では、2014年版以来 2024年

版まで、本県は 12年間総合ランキングで全国１位を獲得している。本県は「幸福度日本
一」の県といえる。 

 
   一方、福井県の人口は、平成 12 年の 82.9 万人をピークに、平成 23 年には 80 万人を

割り込んでいる。国立社会保障・人口問題研究所の推計では、本県人口は、令和 22年に
は 64.7万人まで減少すると予想されている。 

 
〇福井県の総人口の推移 

（出典：福井県「福井県の人口の動向と将来見通し」） 
 

 
今後、人口減少や高齢化などにより、県内の消費や企業の売上といった経済活動は、縮

小していく圧力が強まる。将来にわたり県民が豊かな生活を維持し、県内企業が活力を
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高めていくには、技術やビジネスモデルの革新によりイノベーションを次々に起こすと
ともに、産業の付加価値を高める必要がある。 

 
 
４－２ 地域の課題 

 本県は、製造業が県内の富(付加価値)と雇用の約４分の１を支え、域外で稼ぐことによ
り、県経済全体を牽引している。 
 特に、繊維や眼鏡、電子・デバイス、化学、プラスチック等は、域外で稼ぐ力が強く、
雇用を生み出している本県の基盤的な産業である。 
 

 
 

出典：福井県「令和３年経済センサス-活動調査（確報）産業横断的集計結果報告書」） 
 

 

 
過去 12年間の本県製造業における事業所数は減少しており、従業員数も近年減少傾向

にある。 

 
 

（出典：経済産業省「工業統計調査」「経済センサス」） 
 

 
また、製造品出荷額は過去 12年間の推移でみると、新型コロナウイルス感染症の影響

を大きく受けた令和２年を除き、堅調に増加している。 
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しかし、これまで特に域外で稼ぐ力が強く、雇用を生み出し、地域経済を支えてきた繊
維は減少、眼鏡産業は増加幅が小さく、今後、事務所数および製造品出荷額は減少すると
予想される。 

 
 

（出典：経済産業省「工業統計調査」「経済センサス」） 
 
成長の低い分野においても、一部の「グローバルニッチトップ企業」と呼ばれるような

技術指向型の企業においては、繊維・眼鏡等で培われてきた繊維編成技術や金属加工、表
面処理技術など、他地域に比較し優位性ある技術の活用により産業資材や医療用具、電
子部品などの分野で高付加価値製品を生産・販売し、順調に業績を伸ばしている。また、
それら企業は、優位性ある技術の特許化を進めており、知的財産の創造、保護、活用を積
極的に行うことにより、好調な業績を維持している。 
人口政策の徹底と人口減少社会に適応する対策を進めるには、地域産業の活性化が基

本であり、これまでに蓄積されたものづくり技術を最大限に活かし、弛まぬ技術革新を
進めるとともにＳＤＧｓや脱炭素などの新たな社会課題に対応し、付加価値を高めてい
く必要がある。 
これまでも技術開発を進め、地域経済の活性化を図るため、産学官連携による共同研

究等を進めてきたところであるが、産学官連携プロジェクトの実施は、依然限定的であ
り、地域の中小企業の潜在的ニーズに一層きめ細かく対応することが必要である。 
将来を見据え、これまで培ってきた高い技術力を活かした県内企業による研究開発力

や稼ぐ力の強化を、自社技術だけでなく他社や大学等が持つ技術等を組み合わせ、革新
的なビジネスモデルや製品の開発につなげていく「オープンイノベーション」の発想を
基に進めることで、イノベーションの創出を促進し、また国内外への売り込みを強めて、
稼ぐ力を高める必要がある。働く人の一人あたりの生産性を大幅に上昇させ、人口減少
の衝撃を乗り越えて県内総生産を拡大させることを目指していく。 

 

 

４－３ 目標 

【概要】 

 「福井経済新戦略」は、人口減少問題の顕在化等、戦略策定後の社会経済環境の変化に対

応させるため、福井県経済新戦略推進本部会議により中間的な見直しが議論され、その結果、

平成 27年４月に「福井経済新戦略（改訂版）」が取りまとめられた。 

 本戦略においては、令和２年までに「福井の強みに磨きをかけ、現行の戦略を次の段階に

高める」ために必要となる「技術革新によって新しい商品・サービスをつくる」などの対応

策を定め、行動することとしている。 
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 これを受け、革新的技術開発とその事業化を促進していくため、県内の企業や大学・高専、

公設試等の研究機関に金融機関を加えた産・学・官・金で構成される「ふくいオープンイノ

ベーション推進機構」が平成 27年６月に設立された。 

 なお、平成 27年 10月に策定された「ふくい創生・人口減少対策戦略」においても、「福井

経済新戦略（改訂版）」に基づき、産学官連携によるイノベーション促進を進めるとされてい

る。 

 

 また、「福井経済新戦略」は、人口減少、ＡＩ・ＩｏＴの社会への浸透、北陸新幹線の県内

延伸など、近年の本県を取り巻く大きな環境変化に対応するため、見直しが行われ、平成 31

年３月に「福井経済新戦略（平成 31年３月改訂）」が示された。 

本戦略では、県民一人ひとりの豊かさ、優れた人材を輩出する地域性、多くの優れた技術

を有する産業の多様性、産地内の結びつき等に代表される「福井らしさ」を大切にした産業

振興を図ることを基本理念に「新分野進出を力強く応援し、県内全域の産業振興に結び付け

る」などの基本戦略を定め、取り組むこととしている。 

 

 さらに、本県は、令和２年７月に、高速交通体系の完成を最大限に活かしながら、人口減

少はもとより、長寿命化、技術革新など今後想定される社会環境の変化に対応し、県民と将

来像を共有して福井県のさらなる発展に向けて行動していくため、2040年を見据えた「福井

県長期ビジョン」を策定した。 

 「福井県長期ビジョン」は「しあわせ先進モデル 活力人口 100 万人ふくい」を基本目標

にしており、その中で産業分野では地域産業の厚みと優れた人材力を基に、技術革新とデザ

インを結び付け、新たな価値を生み出す産業をつくる「価値づくり産業創造プロジェクト」

を行うこととしている。 

 ※活力人口 100 万人：定住人口の確保に加え、交流人口・関係人口を拡大し、内と外が活

発に交わることにより福井の活力を一段と向上 

 

 その後、新型コロナウイルス感染症による影響に加え、急速に進む社会経済のデジタル化

や気候変動、ＳＤＧｓに対する国際的な要求の高まり、地方分散の動きなど、県内企業を取

り巻く経済・社会情勢が大きく変化する中、環境変化に対応しながら、安定した経済・雇用

環境を実現して、県民の豊かな暮らしを維持し続けていくためには、企業も働く人も共に成

長を目指していくことの必要性が高まった。 

 このため、これまでの福井経済新戦略に替わり、経済・社会に関わるすべての人が共有・実

行するという視座にたった新しい産業政策の方向性を示す「ふくい NEW 経済ビジョン」を令

和５年５月に策定した。 

  

 

 「福井県長期ビジョン」は、最初の５年間（2020～2024年度）で実行する主な政策・施策

を「実行プラン」として示しており、「実行プラン」の産業分野における政策・施策は、「福井

経済新戦略」を踏まえた内容となっている。なお、現在は 2025年からの次の５年間に向けた

新たな実行プラン策定を予定している。 

 ふくい NEW 経済ビジョンにおいては、福井県長期ビジョンに掲げる「しあわせ先進モデル

活力人口 100 万人ふくい」に向けて、人への投資を促進し、地域経済の持続的発展を通じて

県民の経済的な豊かさを高めながら、経済・社会活動において多様な価値観が尊重され、自

己実現が叶えられる環境づくりを進め、日本一の「幸せ実感社会」の実現を目指す。このた

め、未来技術に加え、人への投資を積極的に進め、県内企業の付加価値や生産性を高めなが

ら、その恩恵を県民一人ひとりへと広げていく。また、仕事でも私生活においても、年齢や

性別、国籍等に関係なく誰もが活躍でき、安心して楽しく暮らせる経済社会をつくりあげて

いく。 

 これに基づき、地域のイノベーションの創出、ものづくり産業における付加価値づくりの

強化を図る取組みを着実に進め、地域経済の活性化を図っていく。 
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【数値目標】 

 

ＫＰＩ 製造品出荷額 

一人当たり労働生産性 

（2020年度まで）／ 

製造業一人当たり 

付加価値額 

（2021年度から） 

基準年月 

申請時 19,030億円 5,353千円 2017年３月 

2017年度 19,273億円 5,415千円 2018年３月 

2018年度 19,516億円 5,477千円 2019年３月 

2019年度 19,759億円 5,539千円 2020年３月 

2020年度 20,000億円 約 5,600千円 2021年３月 

2021年度 22,091億円 1,107万円／人 2022年３月 

2022年度 22,356億円 1,129万円／人 2023年３月 

2023年度 22,625億円 1,151万円／人 2024年３月 

2024年度 22,800億円 1,173万円／人 2025年３月 

2025年度 23,073億円 1,195万円／人 2026年３月 

2026年度 23,350億円 1,217万円／人 2027年３月 

2027年度 23,630億円 1,239万円／人 2028年３月 

2028年度 23,914億円 1,261万円／人 2029年３月 

2029年度 24,200億円 1,283万円／人 2030年３月 

2030年度 24,400億円 1,304万円／人 2031年３月 

2031年度 24,600億円 1,326万円／人 2032年３月 

2032年度 24,800億円 1,348万円／人 2033年３月 

 

 

 
５ 地域再生を図るために行う事業 
 
５－１ 全体の概要 
 ４－３に掲げる取組の目標達成を目的として、５－２（３）に該当する事業を実施する事
業者に対して必要な資金を貸し付ける事業を実施する。 
 その他、５－３に掲げる県内産業の付加価値向上を目的とした事業を実施する。 
 上記事業の実施により、企業の価値づくり産業への取組みと事業拡大を後押しし、県内産業
の高付加価値化および活性化を目指す。 
 「福井経済新戦略（改訂版）」に基づき行ってきた、県内ものづくり産業の活性化を図るた
めの「技術革新によって新しい商品・サービスをつくる」、「国内外の需要を積極的に取り込
む」ための対応策として、次の事業を継続する。 
（１）地域のイノベーションの仕組みをつくる 
（２）ものづくりの革新（ＩＴの活用によるインダストリー4.0、ＩｏＴ）などの波に乗り、

新しいビジネスをつくる 
（３）県内の地場産業・伝統工芸産地の持続と発展を後押しする 
（４）「お互いプロジェクト」などにより海外展開を支援し、成長するアジアの需要を取り込 
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   む 
 
また、「ふくい NEW経済ビジョン」に基づき、県内ものづくり産業の付加価値づくりを強化

するため、次のプロジェクトに取り組む。 
（５）顧客視点の商品づくり・市場開拓 
（６）新たな社会課題（ＳＤＧｓ、脱炭素等）に対応した価値創造 
（７）連携・共創によるイノベーションの推進 
（８）地域の特性に応じた産業強化 
 
 
５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 
（１）支援措置の番号及び名称 
○地域再生支援利子補給金（内閣府）：【Ａ２００４】 

 
（２）地域再生計画の目標を達成するために行う事業の内容 
  産学官共同研究や先端技術開発の成果を活かし、新商品や新技術の開発・事業化など新
規事業や事業基盤の強化拡張等を行う「ふくいオープンイノベーション推進機構」の会員
であり、本計画の趣旨と合致する事業を行う事業者に対して、内閣総理大臣の指定を受け
た金融機関が必要な資金を貸し付ける事業とする。 

  また、本計画の趣旨と合致する事業のうち、以下の（３）に該当すると認められる事業に
係る貸付については地域再生支援利子補給金の支給対象とする。 

 
（３）地域再生支援利子補給金交付要綱別表第１で規定する事業の種別等 
・企業その他の事業者が独自に開発した技術または蓄積した知見を活用した新商品の開発
または新役務の提供その他の新たな事業の分野への進出等を行う事業であって、地域産
業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他の地域経済の活性化に資する事業 

・企業その他の事業者が行う新技術の研究開発及びその成果の企業化等の事業であって、
地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他の地域経済の活性化に資する
事業 

 
（４）地域再生支援利子補給金の受給を予定する金融機関 
  地域再生法第 12 条第１項に基づき、本県が設置する地域再生協議会「『ふくい経済強化
計画』地域再生協議会」の構成員である次の金融機関 
・株式会社福井銀行 

 ・株式会社福邦銀行 
 ・株式会社北國銀行 
 ・株式会社北陸銀行 
 ・福井信用金庫 
 ・越前信用金庫 
 ・敦賀信用金庫 
 ・小浜信用金庫 
・株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

 ・株式会社商工組合中央金庫 
 ・株式会社日本政策投資銀行 
 
（５）地域再生支援利子補給金の支給を受けて実施される地域再生に資する事業の経済的社

会的効果等 
  地域再生支援利子補給金の活用事業数を 12件と想定し、以下の経済的社会的効果等の発
生を見込むものである。 

  ○利子補給対象事業の実施に伴う新規雇用者数 年間 35人  
※本県製造業の１事業所あたりの従業者数 35人×１件 
○利子補給対象事業の実施に伴う製造業付加価値額の増加額 年間 10憶円  
※本県製造業の１事業所あたり製造品出荷額等 10億円×１件 

 
 
５－３ その他の事業 
 ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

 
該当なし 
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５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 
 

地域再生法による支援措置を活用するほか、本地域再生計画を達成するため、関係機
関との連携を図り、次の事業等に積極的に取り組んでいく。 

  
 （１）地域のイノベーションの仕組みをつくる 

  イノベーション創出に向け、県内の企業や大学・高専、公設試等の研究機関に金融機
関を加えた産・学・官・金が組織の境界を越えて連携し、外部人材を活用しながら課題
解決にあたる「ふくいオープンイノベーション推進機構」を平成 27年６月に設立した。 

  この「ふくいオープンイノベーション推進機構」により、大型研究プロジェクトなど
を実施、研究開発力の向上や新事業創出を推進していく。 

  ≪主なプロジェクト≫ 
  ○宇宙産業への参入促進 
   ・「地方自治体初の人工衛星」を開発し打ち上げる 
     県内には、人工衛星・ロケットの製造に欠かせない技術を持つ企業が存在し 

ており、次世代の重要産業として成長が期待される。 
     産学官連携で県内企業を中心としたコンソーシアムを形成。超小型衛星の開 

発・運用を通じて、関連機器、素材の開発を行う。 
   ・宇宙開発現場への売り込みを強める 
     人工衛星開発の経験者を技術コーディネータとして招へいし、宇宙開発現場

のニーズに基づいて、個々の機器・部品の研究開発から事業化までの支援を行う。 
  ○医療産業への参入促進 
   ・「ふくい医療産業創出研究会」の活動を強化する 
     参入セミナー（法規制や手続き、先行事例等の紹介）や医療現場見学会を開催

する。医療機器メーカーのニーズ説明会を開催し、本県企業とのマッチングを支
援する。 

   ・医療関係者への売り込みを強める 
     国内最大級の医療展示会「HOSPEX」に「福井県ブース」を設け、医療関係者   

へ本県の技術・製品をアピールするとともに医師や医療機器メーカーに開発製
品を直接アピールするため、医療学会へ出展する企業を支援する。 
また、福井の優れた医療機器・技術を紹介した 「ふくいメディカルカタログ」

を発行し、全国の国公私立大学附属病院、医療系学会を中心に配布する。 
   ・「北陸ライフサイエンスクラスター」による展開を進める 

医工連携コーディネータを設置し、企業が持つ技術や医療現場のニーズに基
づき、医療現場・県内企業・医療機器メーカー三者の橋渡しを行うことにより、
事業化を推進する。 

       また、研究者を福井大学等に招聘し、新たな医療機器等の開発・改良を 
       強力に推進する。 
  ○炭素繊維の新たな展開 
   ・炭素繊維複合材料を用いた橋梁補修・補強技術を開発する 
     炭素繊維大手企業と連携し、軽い・強い・錆びない炭素繊維複合材料（CFRP）

を橋梁の補修・補強に用いることにより、橋梁の寿命化や維持管理費の低減につ
ながる“福井発”の工法を開発する。 

  ○ウェアラブル製品の開発 
   ・布にセンサーを装着して脳波等を測定するウェアラブル製品を研究開発する 
     テキスタイル上に電子回路を印刷した、柔軟で違和感のない着心地の衣料に

より脳波などを測定し、モニタリングできる製品を開発する。 
  ○ＥＶ軽トラや除草ロボットによる無接点充電技術を開発する 
     農機具等の電動化、ロボット化に伴い、運用面で必要となってくる無接点充電

（ワイヤレス給電）装置を開発する。 
 
（２）ものづくりの革新（ＩＴ活用によるインダストリー4.0、ＩｏＴ）などの波に乗り、

新しいビジネスをつくる 
  ＩＴ技術の導入を進め、ものづくり企業の生産性改善をサポートするとともに、ウェ 

アラブルなどのＩＴを活用した新分野展開、販売強化等を支援する。 
  ○「インダストリー4.0」や「ＩｏＴ」、「オープンデータ」などＩＴを活用した新し

いビジネスを創出する 
   ・ＩＴを活用した新しい生産や販売の仕組みを県内に導入していく 
     製造業のみならず、物流業も含めて、受注から配送までを一貫する工場のスマ

ート化などを図る企業に対し、技術の向上や設備の導入などを応援する。 
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   ・オープンデータ活用等による企業の事業化を支援する 
     オープンデータを活用した事業を検討するためにＩＴ企業の団体等が設置し

た研究会等が、事業化のために必要として求めるデータの公開について協力す
る。 

     オープンデータ等を活用した新たな商品やサービスを開発するための事業費
の一部を支援する。 

   ・ウェアラブル関連製品、アプリ開発の支援や県外企業との連携を強化する 
     ウェアラブル EXPOなどへの出展支援を行う。 
 
（３）県内の地場産業・伝統工芸産地の持続と発展を後押しする 
  ○繊維産業 
   ・従来型の受託生産から、商品の自主企画や開発等を行い、産地企業自ら全面に出

て販売する「企業連携体」を支援する。 
     分業制をとる県内外の産地企業が、垂直・水平方向など様々な業種横断型の企

業連携体で事業展開することを支援する。企業単体では不可能な共同開発、共同
販売体制を確立することにより、企業間の連携促進、産地の競争力強化につなげ
る。 

   ・産地を挙げてのブランドを普及させる 
     アパレル業界による国産表示制度（J∞QUALITY）など、国産繊維製品を再びブ

ランドとして確立させる動きがある中、産地ブランドを冠した商品開発、販路開
拓支援を強化し、産地ブランドの普及、認知度向上を図る。 

   ・北陸地域の産地企業間の連携を強化する 
     北陸の繊維産地の個別企業間での取引実態について、国が提供するビッグデ

ータの分析システムを活用し、把握して北陸３県の県域をまたがる企業グルー
プの連携を応援する。 

   ・炭素繊維複合材料を新たな段階に進める 
     工業技術センター内に設置した「ふくい CFRP 研究開発・技術経営センター」

にて、研究開発から技術営業及び販路拡大まで支援、事業化を促進する。 
     航空機大手のエアバスや炭素繊維製自動車の BMW などが集積するドイツ CFK

バレーとの連携を図り、大きな炭素繊維マーケッ トであるヨーロッパでの市場
拡大を狙う。 

     大手川下メーカーと連携することにより、市場ニーズを的確につかんだ製品
開発を行うとともに、最先端技術開発を支援する国の大型研究プロジェクトへ
の提案、実施が行える産学官連携体制を整備する。 

  ○眼鏡産業 
   ・産地企業が主導して販路をつくる流通革新を後押しする 
     相手先ブランド名による生産への依存から脱却するため、自主企画の製品づ

くり、直販も含め県産眼鏡を専門に取り扱う小売店を増やす。 
   ・海外進出による新たな販路づくりを支援する 
     アジアなど海外での福井県産眼鏡の評価が高まっていることもあり、人口減

少により限界のある国内市場から、大きな需要の見込まれる海外市場への進出、
新たな販路づくりを支援する。 

   ・福井の眼鏡の魅力を消費者に訴えかける仕組みをつくる 
     意欲ある者による令和２年に産地で国際展示会を開催する計画を後押しし、

眼鏡産地の魅力を国内外の消費者に発信する。 
     福井の眼鏡の優れた技術や特色ある商品をインターネット等で直接消費者に

訴えかける仕組みをつくる。 
   ・医療やウェアラブル、アクセサリーなど新分野への進出を支援する 
     チタン加工技術など眼鏡製造の技術を応用し、医療分野やウェアラブル、アク

セサリー分野などへの進出を支援する。 
  ○伝統工芸品 
   ・魅力ある「ものづくりの里」を確立する 
     「越前ものづくりの里プロジェクト」をさらに進め、職人塾による後継者の確

保と、来訪者へのおもてなし力アップ等により、魅力ある「ものづくりの里」に
仕上げていく。 

   ・本県の伝統的工芸品の世界遺産への登録を目指す 
     本県の伝統的工芸品である越前和紙や越前漆器のユネスコ無形文化遺産登録

を目指す。登録によるブランド力向上を、観光面にも生かす。 
 

（４）「お互いプロジェクト」などにより海外展開を支援し、成長するアジアの需要を取
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り込む 
  ○タイとの覚書に基づく「お互いプロジェクト」を活用するとともに、中国や香港、

台湾との経済協力関係を活かし、現地における本県企業の経済活動の支援を強化
する 

 ○バンコクビジネスサポートセンター、上海ビジネスサポートセンターを活用し、経
済界・大学等と連携しながら、中国や香港、台湾、および東南アジアにおける本県
企業の販路拡大など、国際競争力の強化を図る海外展開を支援する 

 
（５）顧客視点の商品づくり・市場開拓 

県内企業の高い技術を活かして、さらなる付加価値の向上を目指すためには、顧客の
ニーズに基づくマーケットイン、さらに顧客の真のニーズを先回りするマーケットア
ウトによる商品開発が重要になる。県外の大手企業・大学との連携や公設試のレベルア
ップにより、顧客視点による技術開発を推進する。 
○顧客視点の研究開発の推進 
・ふくいオープンイノベーション推進機構において、マーケティングやデザインの
専門家との連携を強化し、セミナー等の開催や専門家派遣などにより、県内企業の
研究開発前のマーケティング活動や顧客視点に立った製品開発を支援する。 

・大手企業の研究開発部門など、開発上流部へのアプローチを強化し、技術交流会等 
により、ユーザーニーズと福井の技術のマッチングを行い、県内企業の新規共同研
究や販路の拡大を促進する。 

○技術を活かした市場開拓  
・共同研究等に利用可能なインキュベーション施設を整備し、大学発ベンチャーな
ど県内外の研究開発型企業の誘致につなげる。 

・製造業における人手不足の解消や高齢社会における医療・介護現場等の課題解決
が期待されるロボットやスマートテキスタイル、ウェアラブルデバイスなどの人
間拡張技術の研究・開発を強化する。 

・知的財産の取得や知的財産を活用した研究開発・製品化を支援することにより、県 
内企業の稼ぐ力を強化する。 

○公設試験研究所の役割強化  
・公設試における基礎研究分野に関する研究開発を強化し、県内企業への技術移転、 
競争的資金の獲得を推進するとともに、中小企業では導入が困難な評価・計測機器
を導入し、県内企業の研究開発を後押しする。 

・公設試内に特定分野に特化した研究所を設置し、知的資本を生み出す土台となる
専門的知識を有する「人」が集まる仕組みを設ける。 

 
（６）新たな社会課題（ＳＤＧｓ、脱炭素等）に対応した価値創造 

    SDGsや脱炭素への取組みを積極的に行うことによって、資金調達や事業拡大の可能
性が高まる一方、脱炭素ヘの取組みを取引の条件とする動きも広がるなど、 取組みが
遅れることによるリスクも懸念される。ＳＤＧｓや脱炭素への取組みを後押しすると
ともに、新しい時代のニーズに合った「価値づくり」を推進する。 
○ＳＤＧｓの推進 
・「ふくいＳＤＧｓパートナー」の拡大を図るとともに、新たに「ＳＤＧｓコーディ
ネーター」を設置し、地域課題の解決に向けたパートナー同士の連携・協働を促進
する。 

    ○脱炭素の推進 
・省エネに関する相談窓口の設置や専門家の派遣等により、省エネの取組みの普及
を図るとともに、先進的な取組みを行う企業の認定やネットワークの構築により、
脱炭素の取組みを推進する。 

・高効率な省エネ設備等の導入に対して補助制度や融資制度等による資金面での支
援を行い、県内企業の脱炭素に向けた投資を促進する。 

・CO2排出量の“見える化”等を学ぶ企業向けの講座を開設するとともに、省エネガイ
ドラインの実践のための現場見学会を実施するなど、排出量削減に向けた取組み
を後押しする。 

○省資源・循環型ビジネスの推進 
・基幹産業である繊維・眼鏡産業のサステナブルな取組みとして、生産工程で発生す
る廃材のリサイクルやアップサイクル等を各業界と連携して推進する。 

・ふくいオープンイノベーション推進機構の重点支援分野である脱炭素関連技術分
野において、炭素繊維複合材料のリサイクル技術や、水を使用しない超臨界流体染
色の技術など、持続可能な社会の実現に向けた技術開発を推進する。 
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（７）連携・共創によるイノベーションの推進 
イノベーションを創出するためには、産業技術総合研究所「北陸デジタルものづくり

センター」をはじめとする研究機関や、産地内の企業、同業種の企業との連携による技
術の磨き上げに加えて、県外企業や異業種の企業との共創による付加価値の創出が重
要になる。県内外の企業のマッチングの推進や連携による前向きな取組みへの後押し
により、価値づくりを推進する。 

○県内外の企業との共創  
・県内企業間のマッチングを促す仕組みを構築するとともに、県内企業の技術を活
かした県外企業とのマッチングを伴走支援することにより、新たな商品開発や販
路開拓を推進する。 

・大手企業の研究開発部門など、開発上流部へのアプローチを強化し、技術交流会等 
により、ユーザーニーズと福井の技術のマッチングを行い、県内企業の新規共同研
究や販路の拡大を促進する。＜再掲＞ 

・意欲ある企業や学生がゼロベースでアイデアを出し合う交流の場を設け、デザイ
ン思考による企業課題の解決を支援する。 

○産地間や異業種との連携促進 
・産地特有の課題や共通の経営課題等に対し、問題意識を共有する企業が集まり、自 
ら解決策を考え、実行する取組みを支援する。 

・産地組合や業種の枠を超えて集まる企業グループが実施するオープンファクト 
リーを支援し、県内企業が連携して商談や商品開発を行うことにより、産地の活性
化を図る。 

○イノベーションの創造  
・産業技術総合研究所「北陸デジタルものづくりセンター」と連携し、スマートテキ
スタイル、３Ｄプリンターによる金属加工技術など「デジタルものづくり」をテー
マに、産業の高付加価値化を進める。また、カーボンニュートラルやサーキュラー
エコノミーなど、次世代に向けた新たなイノベーションの素となる研究開発を積
極的に進める。  

・県内大学に産総研の研究室を誘致し、産総研の技術シーズを活用するなど、地域企
業・大学発ベンチャーが抱える課題の解決・社会実装につなげる。 

 
（８）地域の特性に応じた産業強化 

繊維産業や眼鏡産業など福井県の地場基幹産業の販路拡大や生産性の向上を後押し
することにより、産業競争力を高めるとともに、県民衛星プロジェクトを推進し、宇宙
関連ビジネスを拡大する。また、県内の各地域における地域資源を活かした産業振興を
推進する。 
○地場基幹産業の活性化  
・欧米の繊維企業との取引等に必要な国際認証の取得を支援し、海外における受注
獲得につなげるとともに、成長する海外アパレル市場や非衣料市場への販路開拓
を後押しする。 

・炭素繊維を活用した次世代自動車や航空機部材の開発技術を確立し、水素自動車
用のタンク材料等の事業化を目指す。  

・眼鏡産地における生産工程の自動化や納期の短縮化など、生産体制の最適化を支
援するとともに、県外・海外での展示会への出展等を支援することにより、眼鏡産
業の生産性向上と販路開拓を後押しする。 

○地域資源等を活用した産業振興 
・嶺南地域において、水素製造・発電実証プラントの整備・活用や、水素・アンモニ
アの利用促進等を通じた企業の利用定着、産業化を目指す。 

・廃炉等で発生するクリアランス金属を再利用する原子力リサイクルビジネスを推
進する。 

・試験研究炉の整備により、原子力研究開発・人材育成拠点の形成を目指す。また、
高速炉研究開発の中核的拠点化に向けた取組みを進める。 

・恐竜博物館や六呂師高原、若狭湾・越前海岸、福井県立大学の高度な知見や技術な
ど、地域資源を活かした産業振興を推進する。 

○県民衛星プロジェクトの推進  
・県内企業の衛星運用技術習得を支援し、衛星の製造から運用まで一気通貫の体制
を構築することにより、安定した受注獲得につなげるとともに、県内企業の衛星 
データ利活用ビジネスを支援する。 

・県内大学と連携し、企業・学生を対象とした人材育成を強化することにより、宇宙
産業人材の集積、新規参入企業の増加につなげていく。 
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６ 計画期間 
地域再生計画の認定の日から令和 15年３月 31日まで 
（地域再生支援利子補給金の支給期間（５年間）を含めた期間であり、利子補給対象融資
の実行期間は、地域再生計画の認定の日から令和 10年４月１日までとする。） 

 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
 
７－１ 目標の達成状況にかかる評価の手法 
  目標の達成状況については、毎年その状況を調査し、評価を行う。４－３に掲げる数値
目標の達成状況を確認するため、本県が毎年度５月頃に各指標の集計を行うとともに、経
済構造実態調査の結果を確認することによりその達成状況を評価し、改善すべき事項の検
討を行う。 

 
７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 
 ４－３に掲げる目標について、７－１に掲げる評価の手法により行う。 
 
７－３ 目標の達成状況に係る評価の公表の手法 
目標の達成状況については、検証後速やかに福井県ホームページ上で公表する。 

 
 
 


